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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送電線を架設する鉄塔列に、所定の連絡経路を形成するように配置された複数の無線通
信装置を備え、該連絡経路に沿って、該無線通信装置が１台先の該無線通信装置へと情報
を順次中継可能な無線中継システムであって、
　　該複数の無線通信装置には、各々を識別可能な識別番号が付されており、
　該無線通信装置が、自局の位置から該連絡経路に沿って並ぶ順番に対応づけて、無線通
信可能な他の該無線通信装置の該識別番号を予め記録した転送テーブルを有していて、
　該無線通信装置が、地絡または閃絡を検出したときに特別情報を出力する地絡検出器ま
たは／および閃絡検出器を有しており、
　該特別情報を中継する場合であるときに、該無線通信装置が、該転送テーブルに基づい
て、該連絡経路に沿って複数台数先の該他の無線通信装置へと該特別情報を含む情報を中
継することを特徴とする無線中継システム。
【請求項２】
　前記特別情報を中継する場合であるときに、前記無線通信装置が、前記転送テーブル中
の自局から最も離れた前記他の無線通信装置に該特別情報を中継すること特徴とする請求
項１に記載の無線中継システム。
【請求項３】
　前記無線通信装置が、前記転送テーブル中の自局から最も離れた前記他の無線通信装置
と無線通信が不能なときに、該転送テーブルに基づき、順次１台ずつ近い前記他の無線通
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信装置と無線通信を試み、無線通信が可能になった該他の無線通信装置に前記特別情報を
中継することを特徴とする請求項２に記載の無線中継システム。
【請求項４】
　前記特別情報の発信元の前記無線通信装置が、該特別情報を、該連絡経路に沿う一方向
だけでなく、反対方向にも発信することを特徴とする請求項１から３のいずれかに記載の
無線中継システム。
【請求項５】
　前記無線通信装置が前記１台先の無線通信装置と無線通信が不能な場合であるときに、
　該無線通信装置が、前記転送テーブル中の自局の２台先から順次１台ずつ先の前記他の
無線通信装置と無線通信を試み、無線通信が可能となった該無線通信装置に前記特別情報
を含む情報を中継することを特徴とする請求項１に記載の無線中継システム。
【請求項６】
　前記無線通信装置が、時計を有すると共に、送受信を行うウェークアップ期間と送受信
を行わないスリープ期間とを交互に繰り返す間欠動作が可能であり、該時計の時刻に基づ
く時刻同期により該ウェークアップ期間を開始することを特徴とする請求項１から５のい
ずれかに記載の無線中継システム。
【請求項７】
　前記無線通信装置が、時刻情報を含む標準電波を受信する標準電波受信機を有しており
、該標準電波受信機の受信した時刻情報により前記時計の時刻を修正することを特徴とす
る請求項６に記載の無線中継システム。
【請求項８】
　前記無線通信装置が、前記標準電波受信機が前記標準電波を受信不能なときに、無線通
信により前記他の無線通信装置から前記時刻情報を取得することを特徴とする請求項７に
記載の無線中継システム。
【請求項９】
　前記無線通信装置が、動作用の電力を供給する蓄電体を有し、該蓄電体の電圧が所定電
圧未満になったときに、前記間欠動作を中止して、常に前記スリープ期間の状態となり、
予め定められた緊急情報を発信する動作のみを行うことを特徴とする請求項７または８に
記載の無線中継システム。
【請求項１０】
　前記複数の無線通信装置の少なくとも１台が外部通信回線に接続可能な親局であること
を特徴とする請求項１から９のいずれかに記載の無線中継システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、所定の連絡経路を形成するように配置された複数の無線通信装置が情報を中
継する無線中継システムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　無線中継システムの一例として、特許文献１に記載された送電線保守監視装置がある。
この監視装置は、送電線を支持する各鉄塔に、特定小電力無線で通信可能な子機を配置し
て、各子機が収集した送電線の情報（電線温度、碍子冠雪、地絡、閃絡など）を、隣り合
う各子機間で順番にリレー通信（中継）して、基地装置まで伝送するものである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平７－１０７６３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
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　前記の特許文献１の送電線保守監視装置では、中継する無線通信装置（子機）の数が多
くなると、情報の伝送に必要な時間が長くなる。しかしながら、送電故障や落雷といった
緊急性の高い情報は、短時間に伝送させたいという課題がある。又、一部の無線通信装置
が故障したとしても、情報を確実に伝送させたいという課題がある。
【０００５】
　本発明は前記の課題を解決するためになされたもので、所定の連絡経路に沿って配置さ
れた複数の無線通信装置が、短時間で情報を中継伝送することができる無線中継システム
を提供することを目的とする。又、情報を確実に中継伝送することができる無線中継シス
テムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記の目的を達成するためになされた、特許請求の範囲の請求項１に記載された無線中
継システムは、送電線を架設する鉄塔列に、所定の連絡経路を形成するように配置された
複数の無線通信装置を備え、該連絡経路に沿って、該無線通信装置が１台先の該無線通信
装置へと情報を順次中継可能な無線中継システムであって、該複数の無線通信装置には、
各々を識別可能な識別番号が付されており、該無線通信装置が、自局の位置から該連絡経
路に沿って並ぶ順番に対応づけて、無線通信可能な他の該無線通信装置の該識別番号を予
め記録した転送テーブルを有していて、該無線通信装置が、地絡または閃絡を検出したと
きに特別情報を出力する地絡検出器または／および閃絡検出器を有しており、該特別情報
を中継する場合であるときに、該無線通信装置が、該転送テーブルに基づいて、該連絡経
路に沿って複数台数先の該他の無線通信装置へと該特別情報を含む情報を中継することを
特徴とする。
【０００７】
　請求項２に記載された無線中継システムは、請求項１に記載のもので、前記特別情報を
中継する場合であるときに、前記無線通信装置が、前記転送テーブル中の自局から最も離
れた前記他の無線通信装置に該特別情報を中継すること特徴とする。
【０００８】
　請求項３に記載された無線中継システムは、請求項２に記載のもので、前記無線通信装
置が、前記転送テーブル中の自局から最も離れた前記他の無線通信装置と無線通信が不能
なときに、該転送テーブルに基づき、順次１台ずつ近い前記他の無線通信装置と無線通信
を試み、無線通信が可能になった該他の無線通信装置に前記特別情報を中継することを特
徴とする。
【００１０】
　請求項４に記載された無線中継システムは、請求項１から３のいずれかに記載のもので
、前記特別情報の発信元の前記無線通信装置が、該特別情報を、該連絡経路に沿う一方向
だけでなく、反対方向にも発信することを特徴とする。
【００１１】
　請求項５に記載された無線中継システムは、請求項１に記載のもので、前記所定条件が
、前記無線通信装置が前記１台先の無線通信装置と無線通信が不能な場合であるときに、
該無線通信装置が、前記転送テーブル中の自局の２台先から順次１台ずつ先の前記他の無
線通信装置と無線通信を試み、無線通信が可能となった該無線通信装置に前記情報を中継
することを特徴とする。
【００１２】
　請求項６に記載された無線中継システムは、請求項１から５のいずれかに記載のもので
、前記無線通信装置が、時計を有すると共に、送受信を行うウェークアップ期間と送受信
を行わないスリープ期間とを交互に繰り返す間欠動作が可能であり、該時計の時刻に基づ
く時刻同期により該ウェークアップ期間を開始することを特徴とする。
【００１３】
　請求項７に記載された無線中継システムは、請求項６に記載のもので、前記無線通信装
置が、時刻情報を含む標準電波を受信する標準電波受信機を有しており、該標準電波受信
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機の受信した時刻情報により前記時計の時刻を修正することを特徴とする。
【００１４】
　請求項８に記載された無線中継システムは、請求項７に記載のもので、前記無線通信装
置が、前記標準電波受信機が前記標準電波を受信不能なときに、無線通信により前記他の
無線通信装置から前記時刻情報を取得することを特徴とする。
【００１５】
　請求項９に記載された無線中継システムは、請求項７または８に記載のもので、前記無
線通信装置が、動作用の電力を供給する蓄電体を備え、該蓄電体の電圧が所定電圧未満に
なったときに、前記間欠動作を中止して、常に前記スリープ期間の状態となり、予め定め
られた緊急情報を発信する動作のみを行うことを特徴とする。
【００１６】
　請求項１０に記載された無線中継システムは、請求項１から９のいずれかに記載のもの
で、前記複数の無線通信装置の少なくとも１台が外部通信回線に接続可能な親局であるこ
とを特徴とする。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、転送テーブルに記録された複数台数先の無線通信装置に情報を飛越通
信できるので、短時間で情報を伝送でき、さらに一部の無線通信装置に通信障害が発生し
ても確実に情報を伝送することができる。
【００１９】
　特に、予め設定された特別情報を伝送する場合に、転送テーブル中の自局から最も離れ
た他の無線通信装置に中継を行うと、最短時間で情報を伝送することができる。この場合
、外来ノイズなどの影響で、最も離れた他の無線通信装置と無線通信が不能なときには、
順次１台ずつ近い他の無線通信装置に情報を中継することで、情報を確実にしかも可及的
に短時間で伝達することができる。この特別情報が、例えば地絡検出器などの検出器が出
力する検出情報である場合、緊急性の高い情報を最短時間で伝送できる。又、特別情報を
連絡経路の両方向に出力する場合、特別情報を広範囲に拡散することができ、例えば、複
数の親局が連絡経路上にあるときは、いずれの親局にも特別情報を伝送することができる
。
【００２０】
　又、無線通信装置が１台先の他の無線通信装置と無線通信が不能な場合に、転送テーブ
ルの２台先から順次１台ずつ遠い無線通信装置に中継することで、隣接し合う無線通信装
置間で情報を中継する逐次通信（逐次リレー中継）においても情報を確実に伝送すること
ができる。
【００２１】
　無線通信装置が間欠動作をする場合、消費電力が低減されるので、動作可能期間を長く
することができる。又、無線通信装置が、標準電波受信機の受信した時刻情報により時計
の時刻を修正する場合、全ての無線通信装置が正確に時刻同期することができるので、情
報を一層確実に伝送することができる。標準電波受信機が受信不能なときに、無線通信装
置が他の無線通信装置から時刻情報を取得する場合、標準電波の有無によらず時刻同期が
可能になる。
【００２２】
　無線通信装置が、蓄電体の電圧が所定電圧未満になったときに、間欠動作を中止して、
常時スリープ期間の状態となり、予め定められた緊急情報を発信する動作のみを行う場合
、蓄電体の電力を温存して、特に緊急性の高い情報について確実に知らせることができる
。
【００２３】
　無線通信装置の少なくとも１台が、外部通信回線に接続可能な親局である場合、外部の
例えば上位ホスト局に情報を連絡でき、種々の遠隔監視システムとして使用することがで
きる。特に送電線を架設する鉄塔列に無線通信装置を配置して送電線監視システムとする
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場合、鉄塔は落雷、台風、積雪など厳しい動作環境であるので、それら現象で一部の無線
通信装置に通信障害が発生したとしても、情報を確実に伝送することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明を適用する無線中継システムの一例である送電線監視システムの概要図で
ある。
【図２】図１の送電線監視システムに用いる無線通信装置１のブロック図である。
【図３】図１の送電線監視システムにおける親局から末端局に向かう連絡経路である。
【図４】図１の送電線監視システムにおける末端局から親局に向かう連絡経路である。
【図５】イベント通信における飛越通信を説明する概要図である。
【図６】イベント通信における飛越通信を説明する概要図である。
【図７】定期通信における飛越通信を説明する概要図である。
【図８】間欠動作における定期通信を説明する通信シーケンス図である。
【図９】間欠動作におけるイベント通信を説明する通信シーケンス図である。
【図１０】間欠動作における定期通信の飛越通信を説明する通信シーケンス図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明を実施するための形態を詳細に説明するが、本発明の範囲はこれらの形態
に限定されるものではない。
【００２６】
　本発明を適用する無線中継システムの一例として、送電線監視システムの概要図を図１
に示す。この送電線監視システムは、送電線５１を架設（支持）する複数の鉄塔５０にそ
れぞれ配置された複数の無線通信装置１を備えている。各無線通信装置１は、通信範囲が
広くなるように、見通し距離が長くなる鉄塔５０の頂部付近に固定設置されている。この
複数の無線通信装置１は、送電線５１の経路に沿うように、一例として一列型の連絡経路
（ネットワーク経路）を形成している。
【００２７】
　無線通信装置１は、それぞれの役割に応じて、親局、中継局、末端局となっている。
【００２８】
　親局となる無線通信装置１は、携帯電話回線、固定電話回線、インターネット回線、又
は光ケーブル回線などの外部通信回線に接続可能になっていて、この送電線監視システム
外の上位ホスト局（不図示）と通信を行う。連絡経路は、この親局を基準に一列型に形成
する。同図では、親局の右側に一列型の連絡経路が形成されているが、さらに左側にも一
列型の連絡経路が形成されていてもよい。連絡経路は、分岐の有るツリー型（木型）であ
ってもよい。親局は、一列型の連絡経路内に少なくとも１つ配置するが、複数配置しても
よい。又、一つの鉄塔５０の根元に親局を配置し、その鉄塔５０の頂部に中継局等の他の
局を配置してもよい。親局は、末端局への定期通信の発信元又は末端局からの定期通信の
宛先となる。又、親局は、末端局からの定期通信、及び各局で発生したイベント送信を受
信した場合、必要に応じて上位ホスト局に通知する。又、親局は、上位ホスト局から各局
へ指示があった場合、データ（情報）を指定の局宛てに送信する。
【００２９】
　末端局となる無線通信装置１は、連絡経路の端に配置されていて、定期通信の発信元に
なる。又、末端局は、親局からの定期通信については終端となり、受信した定期通信デー
タを破棄する。又、末端局は、それ以外のデータを受信したときは、自局宛てでなければ
破棄する。
【００３０】
　中継局となる無線通信装置１は、受信したデータを連絡経路の反対側に送信する。つま
り、親局側から送られたデータを末端局側（一方向）に中継し、末端局側から送られたデ
ータを親局側（他方向）に中継する。
【００３１】
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　図２に無線通信装置１のブロック図を示す。
【００３２】
　無線通信装置１は、ＣＰＵ（中央演算処理装置）２、無線部３、標準電波受信機４、Ｒ
ＴＣ（リアルタイムクロック）５、内部メモリ６、地絡検出器７、地絡表示器８、携帯電
話モジュール９、外部アナログ信号入力端子１２、外部接点信号入力端子１３、及び電源
部３０などを備えている。
【００３３】
　ＣＰＵ２は、内部メモリ６に記憶されたプログラムにしたがって動作して、無線通信装
置１を統括的に制御するものである。ＣＰＵ２は、主に無線通信の制御を行う無線通信制
御部、及び電源部３０の監視を行う電源監視部として機能する。親局、中継局、及び末端
局となる各無線通信装置１のプログラムは、皆共通であり、後述する転送テーブルの内容
で自局が何れの局か判別して動作するようになっている。
【００３４】
　無線部３は、一例として、標準規格ＡＲＩＢ ＳＴＤ-Ｔ６６に準拠した、データ通信が
可能な２．４ＧＨｚ帯の小電力無線である。小電力無線は、使用するために免許が不要で
あるので好ましく用いることができる。無線部３は、変調器２１、復調器２２、送信用高
周波回路２３、受信用高周波回路２４、受信電界強度測定回路２４ａ、高周波スイッチ２
５、及びアンテナ２６などを備えている。無線部３は、ＣＰＵ２から出力される送信デー
タを、変調器２１が例えばＦＳＫ（Frequency-shift keying）変調し、それを送信用高周
波回路２３が増幅及びフィルタリングしてアンテナ２６から無線送信する。送信周波数は
、２４００ＭＨｚ以上２４８３.５ＭＨｚ以下の所定の周波数であり、送信出力は１０ｍ
Ｗである。又、回線速度は一例として１２５ｋｂｐｓである。アンテナ２６は、一例とし
て基板上に１／２波長アンテナ（利得２．１４ｄＢｉ）が形成されたものを用いる。アン
テナ２６として、外部アンテナを接続して用いてもよい。無線部３は、アンテナ２６から
入力される無線信号を受信用高周波回路２４が中間周波数に直交復調し、それを復調器２
２がＦＳＫ復調して、受信データをＣＰＵ２に出力する。高周波スイッチ２５など無線部
３の送受信は、ＣＰＵ２によって切り換えられて半二重通信が可能になっている。又、受
信電界強度測定回路２４ａは、受信電界強度（キャリアレベル）を測定し、ＣＰＵ２に出
力する。このような無線部３は、市販されている小電力無線用のモジュールやＩＣなど、
公知の種々のものを用いることができる。無線部３は、ＣＰＵ２の制御により、例えば電
源をオン／オフされたり、無線部３に用いたモジュールやＩＣを動作モード／動作停止モ
ード（省電力モード）に制御されたりすることで、送受信を行うウェークアップ期間と送
受信を行わないスリープ期間とを交互に繰り返す間欠動作が可能になっている。なお、Ｃ
ＰＵ２自体も、ウェークアップ期間とスリープ期間とに連動するように、消費電力の多い
通常動作モードと小電力モードで動作するようにしてもよい。
【００３５】
　この２．４ＧＨｚ帯の小電力無線（無線部３）でデータ通信可能な距離を測定したとこ
ろ、屋外見通しでアンテナ高さ１０ｍ時に、少なくとも１２００ｍ、最大２０００ｍ程度
の距離で通信が可能であった。回線速度を遅くすると、通信可能な距離をさらに長くする
ことができる。例えば回線速度を１／ｎにすると感度が√（ｎ）倍上がる。無線通信装置
１が設置される鉄塔５０の間隔は、一律ではなく場所や鉄塔種類にもよるが、概ね５０ｍ
～５００ｍ程度の間隔になっている。したがって、小電力無線のデータ通信可能な距離内
に、複数の鉄塔が存在する場合が多い。例えば、鉄塔間距離を３００ｍ、データ通信可能
距離を１２００ｍとしたときに、無線通信装置１は、１～４本先の鉄塔に配置された複数
の他の無線通信装置１とデータ通信が可能である。このように通信範囲がオーバーリーチ
するように無線通信装置１が配置される。
【００３６】
　なお、免許が不要な無線機として、４００ＭＨｚ帯、９００ＭＨｚ帯、１２００ＭＨｚ
帯を使用する特定小電力無線がある。このような特定小電力無線を本発明に用いてもよい
が、２．４ＧＨｚ帯の小電力無線を用いると、周波数が高いため回路素子やアンテナなど
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を小型化でき、ひいては装置全体を小型化することができるので好ましい。又、必要性に
応じて、送受周波数や送信出力などが異なる、小電力無線や特定小電力無線以外の他の規
格の無線機を用いてもよい。
【００３７】
　標準電波受信機４は、長波用のバーアンテナ２８によって受信される標準電波を復調し
て、標準電波に含まれる時刻情報をＣＰＵ２に出力する。標準電波受信機４は、市販され
ている標準電波受信用のモジュールやＩＣなど、公知のものを使用することができる。標
準電波とは、正確な時刻情報と正確な周波数情報を含む電波放送であり、わが国では独立
行政法人情報通信研究機構が４０ｋＨｚ及び６０ｋＨｚで運用を行っている。標準電波に
は、時刻情報として、時、分、通算日、年などの情報が含まれている。
【００３８】
　ＲＴＣ５は、時計であり、年、月、日、時、分、秒の時刻をＣＰＵ２に出力する。又、
ＲＴＣ５は、ＣＰＵ２に制御されて時計の時刻を更新設定される。
【００３９】
　内部メモリ６は、例えばＥＥＰＲＯＭなどの書き換え可能な不揮発性メモリ、ＣＰＵ２
の動作用のプログラムを記憶するフラッシュＲＯＭや、ＣＰＵ２の作業用エリアとなるＲ
ＡＭなどで構成されている。書き換え可能な不揮発性メモリは、ＣＰＵ２に制御されて後
述する転送テーブルや無線通信周波数、再送回数などの各種設定情報を記憶する。
【００４０】
　地絡検出器７は、本発明における検出器の一例であって、鉄塔（不図示）に取り付けら
れて使用され、検出対象現象として送電故障の一例である地絡を検出したときに検出情報
を出力する。地絡検出器７は、フォトカプラで電気的に絶縁して検出情報の受け渡しをす
る地絡検出器用インタフェース１１ａを介して、ＣＰＵ２に接続されている。なお、地絡
検出器７と共に、又は地絡検出器７に換えて、地絡以外の他の送電故障を検出する他の検
出器を備えてもよい。検出器の検出する検出対象現象は、例えば落雷による閃絡を検出し
てもよい。閃絡を検出する場合、閃絡検出器を用いる。
【００４１】
　地絡表示器（表示器）８は、検出器７が検出対象現象を検出（この場合、地絡を検出）
したときに、例えば、目立つ色の布製の吹き流しを外部に放出したり、色を変色させたり
するように外観を変えることで、巡回者等が目視で地絡の発生した鉄塔を発見可能にする
ものである。地絡表示器８は、電気的に絶縁して表示開始用の信号の受け渡しをしたり、
作動用電力の受け渡しをしたりする地絡表示器用インタフェース１１ｂを介して、ＣＰＵ
２に接続されている。
【００４２】
　携帯電話モジュール９は、携帯電話網と接続が可能なものであり、親局となる無線通信
装置１にだけ配置される。携帯電話モジュール９は、携帯電話用インタフェース１１ｃを
介して、シリアル通信でＣＰＵ２と相互に通信して、ＣＰＵ２に動作を制御される。これ
により、親局は、携帯電話網に接続して例えば上位ホスト局とデータ通信が可能になって
いる。
【００４３】
　外部アナログ信号入力端子１２は、一例として４つのアナログ信号の入力が可能になっ
ており、検出対象現象を検出したときに検出信号としてアナログ信号を出力する検出器が
接続可能になっている。外部アナログ信号入力端子１２から入力された信号は、Ａ／Ｄ変
換器１２ａがデジタル変換して、ＣＰＵ２に入力する。外部接点信号入力端子１３は、一
例として３つの接点信号の入力が可能になっており、検出信号としてハイレベル／ローレ
ベル（又はオープン／クローズ）の接点信号を出力する検出器が接続可能になっている。
これら、入力端子１２，１３に、温度センサ、湿度センサ、積雪センサ、雷撃電流センサ
などを検出器として接続してもよい。
【００４４】
　電源部３０は、太陽電池３１、リチウムイオンキャパシタ３２、充電回路３３、レギュ
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レータ３４、過放電保護回路３５、Ａ／Ｄ変換器３６ａ，３６ｂを備え、無線通信装置１
の各部に動作用の電力を供給する。太陽電池３１の発電した電力は、充電回路３３によっ
てリチウムイオンキャパシタ３２に蓄電されると共に、レギュレータ３４により動作用電
圧に安定化されて各部に供給される。リチウムイオンキャパシタ３２（蓄電体）は、満充
電時に日照なしで少なくとも４日間、より望ましくは８日間、無線通信装置１を動作させ
ることができる電力容量であることが好ましい。又、太陽電池３１やリチウムイオンキャ
パシタ３２を必要性に応じて増設できるようにすることが好ましい。又、リチウムイオン
キャパシタ３２は、過放電に対して弱いので、同図に示すように、電圧低下したときに、
ＣＰＵ２に制御されて出力を遮断する過放電保護回路３５を介して電力を出力させること
が好ましい。太陽電池３１の発電電圧は、Ａ／Ｄ変換器３６ａ（検出器の他の一例）によ
りアナログ／デジタル変換されてＣＰＵ２（電源監視部）に入力されている。又、リチウ
ムイオンキャパシタ３２の電圧は、Ａ／Ｄ変換器３６ｂ（検出器の他の一例）によりアナ
ログ／デジタル変換されてＣＰＵ２（電源監視部）に入力されている。
【００４５】
　このように、太陽電池３１を用いると、外部から無給電で無線通信装置１を動作させる
ことができるので、交通不便な設置場所も多く、さらに鉄塔の頂部という高所に設置され
る装置のメンテナンスが簡便になるので好ましい。又、リチウムイオンキャパシタ３２を
用いると、電気二重層コンデンサと比べて、エネルギー密度が高く、静電容量が大きいた
め、装置を小型化、軽量化しつつ動作可能期間を長くすることができるので好ましい。な
お、蓄電する電力容量、重量、形状の大きさなどが許容できる場合には、電気二重層コン
デンサや、リチウムイオン２次電池、ニッケルカドミウム２次電池、鉛蓄電池といった２
次電池など公知の種々の蓄電体を用いてもよい。又、外部電源を使用可能なときには、太
陽電池３１やリチウムイオンキャパシタ３２を備えなくてもよい。
【００４６】
　この送電線監視システムの情報の連絡経路を、図３及び図４に示す。
【００４７】
　各々の無線通信装置１には、同図にＩＤで示すように、無線通信装置１を個別に識別可
能な識別番号（ＩＤ番号）が付与されている。この識別番号が無線通信装置１のアドレス
として使用されることで、無線通信装置１と他の無線通信装置１とが１対１で無線通信（
選択呼出し）することが可能になっている。なお、以下において各無線通信装置１をその
局種及び識別番号（ＩＤ番号）で呼ぶこともある。
【００４８】
　図３は、親局ＩＤ１から末端局ＩＤ８に向かう連絡経路を示し、図４は、末端局ＩＤ８
から親局ＩＤ１に向かう連絡経路を示す。
【００４９】
　各無線通信装置１には、自局の位置から連絡経路に沿って順に並ぶ順番に対応づけて、
通信可能な複数の他の該無線通信装置１の識別番号を、転送テーブルとして内部メモリ６
（図２参照）に予め記録しておく。この転送テーブルの記録を行うために、最初に、設置
者が無線通信装置１と他の無線通信装置１とデータ通信を行わせ、所定の電界強度以上で
互いが通信できる、及び／又は所定の符号誤り率以下で互いが通信できる他の無線通信装
置１の識別番号を、自局から近い順に確認する。通信ができなくなったときには、それよ
りも先の無線通信装置１は通信不能であるとして確認しない。このとき連絡経路に沿って
最大でも所定の複数台数先（例えば４台先）まで離れた他の無線通信装置１と通信の可否
を確認するようにして、記録する複数台数の最大値を規定してもよい。なお、隣接する無
線通信装置１を１台先、その次に隣接する無線通信装置１を２台先というように数える。
複数台数先の無線通信装置１とは、２台以上先の無線通信装置１のことをいう。
【００５０】
　次に、設置者は、無線通信装置１に対して、保守・設定用の無線通信装置（図示せず）
から記録用のコマンドを付して記録すべき転送テーブルを無線送信する。これにより、こ
の無線通信を受信した無線通信装置１のＣＰＵ２（図２参照）が、転送テーブルを内部メ
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モリ６（図２参照）に記録する。なお、無線通信装置１に接続した設定用のコンピュータ
（図１に不図示）を操作して転送テーブルを記録するようにしてもよい。
【００５１】
　なお、上記のように、通信可能となった他の無線通信装置１の識別番号を転送テーブル
に記録することが好ましいが、通信可能となる他の無線通信装置１を確認せずに、他の無
線通信装置１の識別番号を、一律に所定の複数台数先（例えば４台先）まで、全て転送テ
ーブルに記録してもよい。この場合、後述する検出情報の飛越通信の際に、データ中継に
掛かる時間が長くなる場合がある。
【００５２】
　転送テーブルの例を表１～表６に示す。転送テーブル中の「右登録」には、図３の連絡
経路により自局が送信する方向で通信可能な他の無線通信装置１の識別番号を順番に登録
し、「左登録」には、図４の連絡経路により自局が送信する方向で通信可能な他の無線通
信装置１の識別番号を順番に登録する。ここでは、記録させる複数台数先の最大値を４台
に規定した例を示している。基本的に、無線通信装置１は、転送テーブルに基づいて、自
局の「右登録」側から来た情報を「左登録」側に中継し、自局の「左登録」側から来た情
報を「右登録」側に中継する。又、この転送テーブルの登録内容から、無線通信装置１（
ＣＰＵ２）は、自局が親局、中継局、末端局のいずれであるか判断する。
【００５３】
【表１】

　表１は、図３，４に示す親局ＩＤ１に登録された転送テーブルである。「右登録」には
、自局よりも末端局側方向（図の右側方向）の１台先（「＋１」欄）に、中継局ＩＤ２の
識別番号が記録され、２台先（「＋２」欄）に中継局ＩＤ３の識別番号が記録され、３台
先（「＋３」欄）に中継局ＩＤ４の識別番号が記録され、４台先（「＋４」欄）に末端局
ＩＤ５の識別番号が記録されている。親局ＩＤ１よりも左側には連絡経路が無いので、「
左登録」に何も記録されていない。又、「自局ＩＤ」欄には、自局の識別番号[ＩＤ１]が
記録されている。さらに、これらの登録された識別番号の中に親局があるときは「親局Ｉ
Ｄ」欄に親局の識別番号が記録されている。この場合、自局が親局であるので、「親局Ｉ
Ｄ」欄に自局の識別番号[ＩＤ１]が記録されている。無線通信装置１は、自局ＩＤと親局
ＩＤとが一致している場合、自局が親局であると認識する。なお、親局は、中継局、末端
局の条件にも当て嵌まるときは、それらとしても機能する。
【００５４】

【表２】

　表２は、中継局ＩＤ２に登録された転送テーブルの例である。「左登録」の２台～４台
先（「＋２」欄～「＋４」欄）の連絡経路は存在しないので空欄である。「自局ＩＤ」欄
には、自局の識別番号[ＩＤ２]が記録されている。又、これらの登録された識別番号の中
に親局ＩＤ１があるので、「親局ＩＤ」欄に[ＩＤ１]が記録されている。無線通信装置１
（ＣＰＵ２）は、「右登録」及び「左登録」の「＋１」欄に識別番号が記録されていて、
「親局ＩＤ」と「自局ＩＤ」とが一致しない場合、自局が中継局であると認識する。
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【００５５】
【表３】

　表３は、中継局ＩＤ３に登録された転送テーブルの例である。
【００５６】

【表４】

　表４は、中継局ＩＤ４に登録された転送テーブルの例である。
【００５７】
【表５】

　表５は、中継局ＩＤ６に登録された転送テーブルの例である。転送テーブル中に親局が
無いので、「親局ＩＤ」欄には、親局が無いことを示す、一例として「２５５」が記録さ
れている。
【００５８】
【表６】

　表６は、末端局ＩＤ８に登録された転送テーブルの例である。自局よりも右側方向には
連絡経路が無いので、「右登録」には何も登録されていない。「左登録」には、「＋１」
～「＋４」欄まで順番に、[ＩＤ７]～[ＩＤ４]が記録されている。転送テーブル中に親局
が無いので、「親局ＩＤ」欄には、親局が無いことを示す、一例として「２５５」が記録
されている。無線通信装置１は、同表のように「右登録」に何も記録されていないとき、
又は、「左登録」に何も記録されていないときに、自局が親局でなければ、末端局である
と認識する。
【００５９】
　次に、送電線監視システムの動作について説明する。
【００６０】
　送電線監視システムでは、イベント通信、定期通信、コマンド通信の３種の通信を行う
。
【００６１】
　イベント通信は、送電故障（この例では、地絡）の発生など、予め定められたイベント
の発生（所定条件の一例）を検出した無線通信装置１（中継局、末端局）から親局に、そ
のイベントが発生したことを示す特別情報を、飛越通信で中継伝送する通信である。ここ
で飛越通信とは、無線通信装置１が連絡経路に沿って複数台数先の他の無線通信装置１と
無線通信して情報を中継する通信である。イベント通信では、無線通信装置１が、転送テ
ーブルに記録された中で自局から最も離れた他の無線通信装置１へ飛越通信を行う。無線
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通信装置１は、その飛越通信先の他の無線通信装置１と無線通信が不能なときには、順次
１台ずつ近い他の無線通信装置１と無線通信を試み、無線通信が可能となった他の無線通
信装置１に情報を中継することが好ましい。
【００６２】
　イベント通信の場合、図２に示す無線通信装置１は、地絡検出器７から地絡の検出情報
が出力されたとき、外部アナログ信号入力端子１２若しくは外部接点信号入力端子１３か
ら予め設定された条件を満たす信号が入力されたとき、又は、リチウムイオンキャパシタ
３２が電圧低下したときなど予め定めたイベントが発生したときに、そのイベントの発生
を示す特別情報を、ＣＰＵ２が無線部３から送信させる。
【００６３】
　図５に、イベント通信の概要を示す。
【００６４】
　例えば中継局ＩＤ６で地絡が検出された場合、中継局ＩＤ６は、内部メモリ６に記憶さ
れた転送テーブル（表５参照）から、親局側へ向かう「左登録」中で、自局から最も離れ
た識別番号（「＋４」欄の［ＩＤ２］）を確認し、図５（ａ）に示すように、中継局ＩＤ
２に地絡の検出情報を送信する。この検出情報を受信した中継局ＩＤ２は、転送テーブル
（表２参照）を確認し、「左登録」中の親局ＩＤ１に検出情報を中継する。親局ＩＤ１は
、検出情報を携帯電話回線で上位ホスト局に連絡する。このように飛越通信を行うと、中
継回数を減らすことができるので、短時間で情報を中継伝送することができる。なお、仮
に中継局ＩＤ２の転送テーブルに親局が記録されていない場合には、中継局ＩＤ２は、特
別情報であるので、転送テーブルの「左登録」中で最も離れた識別番号の局に情報を飛越
通信で中継する。
【００６５】
　ここで、中継局ＩＤ６と中継局ＩＤ２との無線通信が不能であったときには、図５（ｂ
）に示すように、中継局ＩＤ６は、転送テーブルを確認し、１台分近い中継局ＩＤ３に地
絡の検出情報を送信する。検出情報を受信した中継局ＩＤ３は、特別情報であるので、転
送テーブル（表３参照）を確認し、「左登録」中の親局ＩＤ１に検出情報を飛越通信で中
継する。
【００６６】
　中継局ＩＤ６と中継局ＩＤ３との無線通信が不能であったときには、中継局ＩＤ６は、
図５（ｃ）に示すようにさらに１台分近い中継局ＩＤ４と無線通信し、中継局ＩＤ４が、
転送テーブル（表４参照）を確認し、親局ＩＤ１に飛越通信で中継伝送する。それでも通
信不能であれば、中継局ＩＤ６は、図５（ｄ）に示すように、隣接する中継局ＩＤ５と無
線通信を行う。中継局ＩＤ５は、親局ＩＤ１に検出情報を飛越通信で中継する。このよう
に、無線通信が不能なときに、１台ずつ近づけて通信を行うことで、情報を確実に伝送す
ることができる。
【００６７】
　なお、イベント通信では、特別情報の発信元の無線通信装置１が、特別情報を、連絡経
路に沿う一方向（左方向）だけでなく、連絡経路に沿う反対方向（右方向）の無線通信装
置１へも中継することが好ましい。この場合、左登録側から特別情報を受信した無線通信
装置１（中継局）は、右登録側に特別情報を飛越通信で中継する。又、前述したように、
通信不能な場合が生じたときに、順次１台ずつ近い他の無線通信装置１と無線通信を試み
、無線通信が可能となった他の無線通信装置１に情報を中継することが好ましい。このよ
うに両方向に特別情報を発信するのは、図６に示すように、連絡経路内に、複数の親局（
親局ＩＤ１及び親局ＩＤ６０）が配置される場合があり、中継局ＩＤ６が両方向に検出情
報を送信すると、仮に親局ＩＤ１が動作不能状態になっていたとしても、他の親局ＩＤ６
０まで検出情報が飛越通信で中継伝送されて、上位ホスト局に連絡できるためである。つ
まり、上位ホスト局への特別情報の連絡性を高めることができる。又、特別情報の発信元
の無線通信装置１が、特別情報を両方向へ発信するようにしておくと、右登録側に親局を
配置するという決まりを設けたり、いずれの方向に親局が配置されているか判別したりす
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ることが不要になると共に、ネットワークの拡張性に優れるため好ましい。なお、特別情
報を受信した末端局は、その情報を破棄する。
【００６８】
　次に、定期通信について説明する。
【００６９】
　定期通信は、連絡経路の端部の無線通信装置１が、定期的に、１台先の無線通信装置１
へと順次中継させる定期通信情報を発信する。
【００７０】
　具体的には、定期通信は、図３に示すように、定期的に（例えば１日ごとに）親局ＩＤ
１（端部の無線通信装置）から末端局ＩＤ８側に向けて、又、図４に示すように、定期的
に末端局ＩＤ８端部の無線通信装置）から親局ＩＤ１側に向けて、隣接し合う無線通信装
置１で情報を順次中継する逐次通信を行わせる定期通信情報を伝送する。各無線通信装置
１は、転送テーブルを確認して、１台先の無線通信装置１に定期通信情報を中継する。
【００７１】
　図３のように親局ＩＤ１が定期通信情報を発信する理由は、図６に示したように、他に
も親局が存在する場合があるからである。そのため、全ての端部の無線通信装置１が定期
通信情報を発信することが好ましい。端部に配置されていない親局は、定期通信を発信し
ない。なお、図４のように、親局ＩＤ１が端部にあり、親局ＩＤ１しか親局が無い場合に
は、親局ＩＤ１が定期通信情報を発信しないようにしてもよい。又、連絡経路に沿って一
方向にしか情報を中継しない場合には、一方向の上流側の端部の無線通信装置１のみが定
期通信情報を発信するようにしてもよい。
【００７２】
　親局ＩＤ１、末端局ＩＤ８がそれぞれ定期通信を発信する時刻は、適宜ずらしておくこ
とが好ましい。発信する時刻は、予め内部メモリ６に記録されている。
【００７３】
　この定期通信では、無線通信装置１が１台先の無線通信装置１と無線通信が不能な場合
（本発明における所定条件の他の一例）、複数台先の無線通信装置１と飛越通信を行う。
定期通信時の飛越通信では、送信側の無線通信装置１が、２台先、３台先・・・というよ
うに、２台先の無線通信装置１から順次１台ずつ先の他の無線通信装置１と無線通信を試
み、無線通信が可能となった無線通信装置１に情報を中継することが好ましい。
【００７４】
　図７に、定期通信時の飛越通信の一例を示す。同図は、末端局ＩＤ８が定期通信情報を
発信した例である。図７（ａ）に示すように、例えば中継局ＩＤ６と中継局ＩＤ５との無
線通信が不能の場合、中継局ＩＤ６は、転送テーブル（表５参照）から、「左登録」中の
２台先の識別番号（「＋２」欄の［ＩＤ４］）を確認し、中継局ＩＤ４に定期通信情報を
中継する。
【００７５】
　さらに、中継局ＩＤ６と中継局ＩＤ４との通信が不能であった場合、図７（ｂ）に示す
ように、中継局ＩＤ６は、転送テーブルから、「左登録」中の３台先の識別番号（「＋３
」欄の［ＩＤ３］）を確認し、中継局ＩＤ３に定期通信情報を中継する。それでも駄目な
ときには、４台先の中継局ＩＤ２に中継する。
【００７６】
　又、図３に示すように親局ＩＤ１が定期通信を発信するときに、図示しないが、例えば
中継局ＩＤ３と中継局ＩＤ４との通信が不能であった場合には、中継局ＩＤ３は、転送テ
ーブル（表３参照）を確認し、中継局ＩＤ４を飛び越して、２台先の中継局ＩＤ５に定期
通信情報を中継する。中継局ＩＤ３と中継局ＩＤ４との通信が不能であった場合には、中
継局ＩＤ３は３台先の中継局ＩＤ４に定期通信情報を中継する。
【００７７】
　このように、逐次通信で通信不能なときに、順次１台ずつ先の無線通信装置１に情報を
中継することで、例えば、落雷等で一部の無線通信装置１が故障したとしても、情報を確
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実に伝送することができる。
【００７８】
　このように定期通信を行うことで、例えば親局ＩＤ１が定期的に定期通信情報を受信し
なくなったときは、システムに何らかの障害が発生したと判別し、障害が発生したことを
外部ホスト局に連絡することができる。
【００７９】
　コマンド通信は、図３に示す連絡経路で、親局ＩＤ１が特定の局に対して、その局の状
態を逐次通信で問い合せし、問い合わせを受けた局は、その情報を中継せず、代わりに問
い合わせに対し、図４に示す連絡経路で親局ＩＤ１に逐次通信で応答する。この場合も、
定期通信と同様に、無線通信装置１間で通信不能なときには、飛び越し通信を行う。又、
コマンド通信も飛越通信で中継するようにしてもよい。
【００８０】
　なお、親局が連絡経路の途中に配置されているときに、親局は、イベント通信、コマン
ド通信の何れの情報も、右側及び左側の両方向に発信すると共に、定期通信、イベント通
信、コマンド通信の何れかの情報を受信したときには、送られてきた方向と反対側の方向
に中継（送信）することが好ましい。又、親局が連絡経路の途中に配置されているときに
、親局は受信して中継した情報を、携帯電話回線を介して上位ホスト局に連絡することが
好ましい。
【００８１】
　無線通信装置１が、イベント通信、定期通信、コマンド通信のいずれか２つ、又は３つ
の通信を共に行う必要性が生じたときは、優先順位として、１：イベント通信、２：コマ
ンド通信、３：定期通信の順番で送信する。イベント通信の中でも、地絡の検出情報を、
最も優先して送信する。又、無線通信装置１は、いずれの通信の場合でも、送信を行う前
に受信電界強度測定回路２４ａ（図２参照）によりキャリア検出を行い、キャリアが検出
されないときに送信を行う。キャリアが検出されたときには、検出されなくなるまで送信
を待つ。
【００８２】
　次に、間欠動作について説明する。
【００８３】
　各無線通信装置１は、送受信を行うウェークアップ期間と送受信を行わないスリープ期
間とを交互に繰り返す間欠動作で情報を中継することが、消費電力を少なくでき、動作可
能な期間を長くすることができるので好ましい。
【００８４】
　図８に間欠動作の概要を示す。同図中の太線がウェークアップ期間Ｗを示し、破線がス
リープ期間Ｓを示し、繰り返し周期Ｔで間欠動作する。各無線通信装置１は、各々のＲＴ
Ｃ５（図２参照）の時刻に基づく時刻同期により、一斉にウェークアップ期間Ｗを開始す
る。ウェークアップ期間Ｗは、一例として２秒間であり、スリープ期間Ｓは一例として１
７８秒であり、その繰り返し周期Ｔは一例として１８０秒で動作する。この場合、各無線
通信装置１は、例えば毎時０分、３分、６分・・・５７分というように、内部メモリ６に
予め記憶されている時刻でウェークアップ期間Ｗを開始する。
【００８５】
　無線通信装置１は、標準電波受信機４（図２参照）の受信した時刻情報によりＲＴＣ５
（図２参照）の時刻を修正するため、正確な時刻同期が可能である。無線通信装置１は、
例えば０時及び１２時の１日２回、標準電波受信機４から時刻情報を取得してＲＴＣ５の
時刻修正を行う。なお、無線通信装置１は、標準電波受信機４が標準電波を受信不能なと
きに、他の例えば隣接する無線通信装置１に対して時刻情報の返信を要求するコマンド通
信を実行し、他の無線通信装置１から無線通信で時刻情報を取得することが好ましい。無
線通信装置１は、隣接する無線通信装置１と無線通信が不能なときに、飛越通信でさらに
先の無線通信装置１から時刻情報を取得することがより好ましい。
【００８６】
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　同図に示すように、一例として、末端局ＩＤ８が定期通信を発信する場合、末端局ＩＤ
８は、ウェークアップ期間中に、中継局ＩＤ７に対して定期通信情報を送信する。これを
中継局ＩＤ７が正常に受信したときは、中継局ＩＤ７は、データ転送が正常に終了したこ
とを示すＡＣＫ（ACKnowledgement）を末端局ＩＤ８に送信する。末端局ＩＤ８は、中継
局ＩＤ７の送信したＡＣＫを受信できたときに、無線通信が正常に行えたと判別する。中
継局ＩＤ７は、末端局ＩＤ８にＡＣＫを送信後、中継局ＩＤ６に対して情報を送信し、中
継局ＩＤ６からＡＣＫを受信したときは、正常に無線通信できたと判別する。以下同様に
中継局ＩＤ５まで情報が無線中継されていく。
【００８７】
　同図の例では、中継局ＩＤ５が、中継局ＩＤ４に対して情報を送信するときに、ウェー
クアップ期間Ｗが終了してしまう。このようにウェークアップ期間Ｗが過ぎてしまう場合
には、中継局ＩＤ５は、送信できなかったデータを内部メモリ６にバックアップ記録して
、次のウェークアップ期間Ｗに中継局ＩＤ４に情報を送信する。以下同様に、親局ＩＤ１
まで情報が中継される。
【００８８】
　図示しないが、親局ＩＤ１から末端局ＩＤ８まで定期通信するときも同様に、ウェーク
アップ期間Ｗ中に情報を転送し、そのウェークアップ期間Ｗが終了するときは、情報をバ
ックアップして次のウェークアップ期間Ｗに情報を送信する。
【００８９】
　飛越通信を行う場合にも、同様に、ウェークアップ期間Ｗ中に目的とする局に情報を送
信し、そのウェークアップ期間Ｗが終了するときは、情報をバックアップして次のウェー
クアップ期間Ｗに情報を送信する。
【００９０】
　送信側の無線通信装置１は、情報を送信した相手先の無線通信装置１から所定のタイム
アウト時間Ｆが経過するよりも前にＡＣＫが返信されたときに、無線通信が正常に行えた
と判別し、ＡＣＫが返信されないときに、無線通信が不能であったと判別する。なお、送
信側の無線通信装置１が、相手先の無線通信装置１からＡＣＫが返信されないときに、所
定の再送回数（例えば５回）まで情報を再送し、いずれかの再送に対しＡＣＫが返信され
たときは、無線通信が正常に行えたと判別し、再送回数まで再送してもＡＣＫが返信され
ないときに、無線通信が不能であると判別してもよい。
【００９１】
　例えば、図９に、中継局ＩＤ６から親局ＩＤ１に、イベント通信する場合の例を示す。
この場合、すでに図５を用いて説明したように、中継局ＩＤ６は、飛越通信で中継局ＩＤ
２に地絡の発生等の特別情報を送信する。中継局ＩＤ６は、タイムアウト時間Ｆが経過し
ても中継局ＩＤ２からＡＣＫが返信されないときには、中継局ＩＤ２に再送を行う。中継
局ＩＤ６は、再送回数まで再送しても中継局ＩＤ２からＡＣＫが返信されないときには、
中継局ＩＤ２との無線通信が不能であると判別し、同図に示すように、１台近い中継局Ｉ
Ｄ３に特別情報を送信する。この例では、中継局ＩＤ３からＡＣＫが返信されたので、中
継局ＩＤ６は、中継局ＩＤ３との無線通信が正常に行えたと判別し、中継局ＩＤ３への再
送は行っていない。なお、中継局ＩＤ６は、再送途中にウェークアップ期間Ｗが終了する
ときは、それまで再送した回数を内部メモリ６にバックアップし、次のウェークアップ期
間Ｗで残りの回数まで、再送を行う。
【００９２】
　図１０に、親局ＩＤ１が定期通信を発信した例を示す。この場合、中継局ＩＤ２の送信
に対し、中継局ＩＤ３からＡＣＫが返信されないため、中継局ＩＤ２は再送回数まで定期
通信情報の再送を行う。再送回数まで再送を行ってもＡＣＫが返信されないため、中継局
ＩＤ２は、中継局ＩＤ３との無線通信が不能であると判別し、２台先の中継局ＩＤ４に対
し飛越通信で定期通信情報を送信する。
【００９３】
　無線通信では、外来ノイズ等の影響で一時的に通信が不安定になることがあるので、こ
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のように所定の再送回数まで情報を再送することで、情報を中継できる確率が高くなるの
で、情報を一層確実に伝送することができる。
【００９４】
　又、無線通信装置１は、リチウムイオンキャパシタ３２の電圧が、通常動作可能な最低
電圧(例えば２．８Ｖ。本発明における所定電圧の一例）未満になったときに、その無線
通信装置１は間欠動作を止めて常にスリープ状態になり、イベントの中でも最も緊急性の
高い送電故障や落雷（この例では、地絡）の発生を検出したときにだけ、その検出情報（
緊急情報）を発信することが好ましい。どのイベントが発生したときに緊急情報を発信す
るかは、内部メモリ６に予め設定しておく。
【００９５】
　このように低電圧時に一部の無線通信装置１が動作を停止したとしても、情報は飛越通
信により問題なく中継される。又、電力を温存することで、最も重要な送電故障等の緊急
情報を発信することができる。
【００９６】
　本発明の無線中継システムの例として送電線監視システムについて説明したが、本発明
は、情報を無線中継する種々のシステムに適用することができる。例えば、各家庭のプロ
パンガスの残量を検出器で検出し、残量が所定値以下になったときにその情報を複数の無
線通信装置が中継伝送して連絡するプロパンガス監視システムに本発明を適用してもよい
し、山や崖など地表のずれを検出する検出器を配置して、この検出器で山崩れや崖崩れを
検出し、その情報を複数の無線通信装置が順次中継伝送する自然災害監視システムに本発
明を適用してもよい。又、連絡経路の一端側に外部から無線又は有線で送られた情報を連
絡経路の他端側まで中継するような無線中継システムに本発明を適用してもよい。
【００９７】
　又、図３の連絡経路と図４の連絡経路のように両方向に情報を伝送可能な例について説
明したが、必要性に応じ、１方向にのみ情報を伝送するシステムに本発明を適用してもよ
い。又、親局に外部通信回線を介さずに直接、外部ホスト局をケーブル接続してもよい。
又、隣接し合う無線通信装置１間で通信するときに送信出力を必要最小に小さくし、飛越
通信するときに送信出力を必要な程度に大きくするようにしてもよい。又、無線通信装置
１は、外部電源が使用可能なときや、太陽電池３１の発電電力やリチウムイオンキャパシ
タ３２に蓄電された電力に余裕があるときには、間欠動作を行わず、連続動作するように
してもよい。
【符号の説明】
【００９８】
　１は無線通信装置、２はＣＰＵ、３は無線部、４は標準電波受信機、５はＲＴＣ、６は
内部メモリ、７は地絡検出器、８は地絡表示器、９は携帯電話モジュール、１１ａは地絡
検出器用インタフェース、１１ｂは地絡表示器用インタフェース、１１ｃは携帯電話用イ
ンタフェース、１２は外部アナログ信号入力端子、１２ａはＡ／Ｄ変換器、１３は外部接
点信号入力端子、２１は変調器、２２は復調器、２３は送信用高周波回路、２４は受信用
高周波回路、２４ａは受信電界強度測定回路２４ａ、２５は高周波スイッチ、２６はアン
テナ、２８はバーアンテナ、３０は電源部、３１は太陽電池、３２はリチウムイオンキャ
パシタ、３３は充電回路、３４はレギュレータ、３５は過放電保護回路、３６ａ・３６ｂ
はＡ／Ｄ変換器、５０は鉄塔、５１は送電線、Ｆはタイムアウト時間、Ｗはウェークアッ
プ期間、Ｓはスリープ期間、Ｔは繰り返し周期である。
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